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1. 小田川付替事業について 

1.1 事業概要 

小田川付替事業は、高梁川の支川である小田川について高梁川との合流位置を下流に付替え、高梁

川流域内で人口、資産が集中する倉敷市街地区間に位置する高梁川酒津地先、及び過去幾多の甚大な

被害等が生じている小田川合流点付近の洪水時の水位低下を図ることを目的とする。 

 

(1) 付替え河道の概要 

付替え河道の規模等の概要を表 1-1 に示す。 

 

表 1-1 付替え河道の概要 

延長 L＝3.4km 
計画流量 2,300m3/s 
代表川幅 W=約 200m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-1 小田川付替事業の平面図 

1.2 環境影響評価の項目の選定 

環境影響評価の項目の選定については、表 1-2 に示すとおりである。 

 
 

表 1-2 小田川付替事業における環境影響評価の考え方 

工事の実施 

土地又は

工作物の

存在及び

供用 

 
                                                                影響要因の区分 

 
 
 
 
 
   環境要素の区分 

洪
水
を
分
流
さ
せ
る 

施
設
の
工
事 

掘
削
の
工
事 

堤
防
の
工
事 

貯
水
池
の
埋
め
戻
し
の

工
事 

小
田
川
付
替
え
河
道
の 

存
在
及
び
供
用 

大気質 粉じん等 ○  
騒音 騒音 ○  

大
気
環
境 振動 振動 ○  

土砂による水の濁り ○  ○ ○ 
健康項目  ○  ○  
富栄養化  ○  ○ ○ 

水質 

溶存酸素量  ○  ○ ○ 

水
環
境 

地下水の 
水質及び水位

地下水の水位    ○ ○ 

環境の自然的構成
要素の良好な状態
の保持を旨として
調査、予測及び評
価されるべき環境
要素 

土
壌
に
係
る
環
境 

そ
の
他
の
環
境

地盤 地下水の水位の低下によ
る地盤沈下    ○ ○ 

動物 重要な種及び 
注目すべき生息地 ○ ○ 

植物 重要な種及び群落 ○ ○ 

生物の多様性の確
保及び自然環境の
体系的保全を旨と
して調査、予測及
び評価されるべき
環境要素 

生態系 地域を特徴づける生態系 ○ ○ 

景観 
主要な眺望点及び景観資
源 
並びに主要な眺望景観 

    ○ 
人と自然との豊か
な触れ合いの確保
を旨として調査、
予測及び評価され
るべき環境要素 

人と自然との 
触れ合いの活動の
場 

主要な人と自然との 
触れ合いの活動の場 ○ ○ 

環境への負荷の量
の程度により予測
及び評価されるべ
き環境要素 

廃棄物等 建設工事に伴う副産物 ○    

注 1）：○は、省令別表第 1 に示される参考項目及び小田川付替事業の内容を勘案して選定した項目を示す。 
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■ 小田川付替事業環境影響評価準備書(素案)の概要（1 / 7） 

項目 調査すべき情報 予測の手法 予測の結果 環境保全措置(案)の検討 事後調査 評価の結果 
大
気
環
境 

大
気
質 

粉
じ
ん
等 

・風向、風速 大気拡散予測式（プルーム
式）を基本とした予測式を用い
た解析による。 

【工事中】 
＜降下ばいじん＞ 
水江集落：6.21ｔ/km2/月 
柳井原集落：2.60ｔ/km2/月 
清音古地集落：0.08ｔ/km2/月 
南山集落：8.95ｔ/km2/月 
新田集落：1.61ｔ/km2/月 

 
各集落における最も高い予測値は上記に示すとおり

予測され、評価の基準（10 ｔ/km2/月）以下である。 

全ての予測地点で寄与量の参考
値を下回っているが、さらに環境
影響を低減させるための環境保全
措置の検討を行った。 

 
・散水の実施 
・排出ガス対策型建設機械の採用 
・工事用車両のタイヤの洗浄 
・作業方法の改善（アイドリング
ストップ等）の実施 

○

必要に応じた散水、排出
ガス対策型建設機械の採
用、工事区域の出口におけ
る工事用車両のタイヤ洗
浄、作業方法の改善(アイ
ドリングストップ等)を行
うことにより、環境影響の
程度が著しいものとなるお
それがないと判断し、実施
しない。 

・回避又は低減の評価 
調査及び予測の結果を踏まえ、環境保

全措置の検討を行い、降下ばいじんの発
生を低減することとした。これにより、
粉じん等に係る環境影響が、事業者の実
行可能な範囲内でできる限り回避又は低
減されていると判断する。 
・基準又は目標との整合性の検討 

予測結果と工事に係る降下ばいじん量
に対する評価の基準(10t/km2/月)との比
較を行った。 

その結果、全ての予測地点における
降下ばいじん量は、工事に係る降下ば
いじん量に対する評価の基準(10t/km2/
月)を下回ると予測され、基準又は目標
との整合は図られていると判断する。 

騒
音 

騒
音 

・建設機械の稼動
に係る騒音レベ
ル 

・道路の沿道の騒
音レベル 

・地表面の種類 
・沿道の騒音が問

題となる学校等 
・騒音の遮蔽物と

なる地形等 
・自動車交通量 

＜建設機械の稼動に係る騒音レ
ベル＞ 

音の伝搬理論に基づく予測式
を用いた解析による。 

ただし、発破騒音について
は、「建設工事に伴う騒音振動
対策ハンドブック 第 3 版（社
団法人日本建設機械化協会、平
成 21 年）」に示されている発破
騒音との換算距離の関係を用い
た解析による。 
 
＜道路の沿道の騒音レベル＞ 

現況の沿道の騒音レベルに、
工事用車両の騒音レベルの負荷
分を加え、交通量、車速、道路
幅員等を用いた解析による。 

【工事中】 
＜建設機械の稼動に係る騒音レベル＞ 
水江集落：70dB 
柳井原集落：76dB 
清音古地集落：65dB 
南山集落：71dB 
新田集落：68dB 
各集落における最も高い予測値は上記に示すとおり

予測され、騒音規制法の規制基準（85dB）を下回る。 
（発破騒音については、影響が想定される清音古地集
落、南山集落、新田集落で騒音規制法の規制基準を下
回る。） 
＜道路の沿道の騒音レベル＞ 
水江集落：65dB 
南山集落：66dB 
新田集落：52dB 
各集落における最も高い予測値は上記に示すとおり

予測され、騒音に係る環境基準（70dB）及び自動車騒
音の要請限度(75dB)を下回る。 

全ての予測地点で騒音規制法の
規制基準、自動車騒音の要請限度
を下回っているが、さらに環境影
響を低減させるための環境保全措
置の検討を行った。 
 
＜建設機械の稼動に係る騒音＞ 
・保全対象の近傍における防音シ
ート等の設置。 

・低騒音型建設機械の採用。 
・作業方法の改善（アイドリング
ストップ等）の実施 

 
＜道路の沿道の騒音＞ 
・工事用車両の運行台数の平準化 

○

保全対象の近傍に防音シ
ート等の設置を行うほか、
低騒音型建設機械の採用、
作業方法の改善(アイドリ
ングストップ等)、工事用
車両の運行台数の平準化を
行うことにより、環境影響
の程度が著しいものとなる
おそれがないと判断し、実
施しない。 

・回避又は低減の評価 
調査及び予測の結果を踏まえ、環境保

全措置の検討を行い、騒音の発生を低減
することとした。 
これにより、騒音に係る環境影響

が、事業者の実行可能な範囲内ででき
る限り回避又は低減されていると判断
する。 
・基準又は目標との整合性の検討 

予測結果と評価の基準（騒音規制法の
規制基準、騒音に係る環境基準、自動車
騒音の要請限度）との比較を行った。 
その結果、全ての予測地点におい

て、評価の基準を下回ると予測され、
基準又は目標との整合は図られている
と判断する。 

 

振
動 

振
動 

・建設機械の稼動
に係る振動レベ
ル 

・道路の沿道の振
動レベル 

・地盤の状況 
・地盤卓越振動数 

＜建設機械の稼動に係る振動レ
ベル＞ 

振動レベルの幾何減衰及び土
質の内部減衰を考慮した予測式
を用いた解析による。 
ただし、発破振動については、
「建設工事に伴う騒音振動対策
ハンドブック 第 3 版（社団法
人日本建設機械化協会、平成 21
年）」に示されている発破振動
との換算距離との関係を用いた
解析による。 
 
＜道路の沿道の振動レベル＞ 

道路交通振動レベルの 80 パー
セントレンジの上端値を予測す
ための式を用いた解析による。 

【工事中】 
＜建設機械の稼動に係る振動レベル＞ 
水江集落：55dB 
柳井原集落：48dB 
清音古地集落：30dB 
南山集落：53dB 
新田集落：32dB 
各集落における最も高い予測値は上記に示すとおり

予測され、振動規制法の規制基準（75dB）を下回る。 
（発破振動については、影響が想定される清音古地集
落、南山集落、新田集落で振動規制法の規制基準を下
回る。） 
＜道路の沿道の振動レベル＞ 
水江集落：39dB 
南山集落：44dB 
新田集落：35dB 
各集落における最も高い予測値は上記に示すとおり

予測され、振動規制法の要請限度（65dB）を下回る。 

全ての予測地点で振動規制法の
規制基準、自動車振動の要請限度
を下回っているが、さらに環境影
響を低減させるための環境保全措
置の検討を行った。 
 
＜建設機械の稼動に係る振動＞ 
・低振動型建設機械の採用。 
・作業方法の改善（アイドリング
ストップ等）の実施 

 
＜道路の沿道の振動＞ 
・工事用車両の運行台数の平準

化。 

○

低振動型建設機械の採
用、作業方法の改善(アイ
ドリングストップ等)、工
事用車両の運行台数の平準
化を行うことにより、環境
影響の程度が著しいものと
なるおそれがないと判断
し、実施しない。 

・回避又は低減の評価 
予調査及び予測の結果を踏まえ、環境

保全措置の検討を行い、振動の発生を低
減することとした。 
これにより、振動に係る環境影響

が、事業者の実行可能な範囲内ででき
る限り回避又は低減されていると判断
する。 
・基準又は目標との整合性の検討 

予測結果と評価の基準（振動規制法の
規制基準及び道路交通振動の要請限度）
との比較を行った。 
その結果、全ての予測地点におい

て、評価の基準を下回ると予測され、
基準又は目標との整合は図られている
と判断する。 

注 1) ○：環境保全措置を行う。―：環境保全措置を行わない。 
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■小田川付替事業環境影響評価準備書(素案)の概要（2 / 7） 

項目 調査すべき情報 予測の手法 予測の結果 環境保全措置(案)の検討 事後調査 評価の結果 
【工事中】 
工事の実施における土砂による水の濁り(SS)の変化は極

めて小さいと予測される。また、環境基準値の超過日数
は、工事前と同程度と予測される。 

工事の実施における土砂による水
の濁りは、全ての予測地点におい
て、変化はない又は変化が極めて小
さいと予測されることから、環境保
全措置は実施しない。 

― 

水
環
境 

水
質 

土
砂
に
よ
る
水
の
濁
り 

・浮遊物質量（SS） 
・濁度 
・粒度分布（出水時） 
・流量 
・降水量 
・表層地質 
・沈降特性 
 

藻類由来の SS 分を付
加した希釈混合モデル
による。 

【供用後】 
土地又は工作物の存在及び供用における下流河川での土

砂による水の濁り(SS)の変化は極めて小さいと予測され
る。また、環境基準値の超過日数は、工事前と同程度と予
測される。 

土地又は工作物の存在及び供用に
おける土砂による水の濁りは、全て
の予測地点において、変化はない又
は極めて小さいと予測されることか
ら、環境保全措置は実施しない。 

― 

  

健
康
項
目 

・水中の砒素 
・鉛及び浮遊物質量（SS）の

濃度 
・底質中の砒素及び鉛の含有

量 
・流量 
・降水量 
・表層地質 
・沈降特性 

砒素及び鉛と SS の関
係式による。 

【工事中】 
工事の実施における砒素及び鉛の変化はないと予測され

る。また、工事前と同じく、環境基準値を超過しないと予
測される。 

工事の実施における健康項目は、
全ての予測地点において、変化はな
い又は変化が極めて小さいと予測さ
れることから、環境保全措置は実施
しない。 ― 

【工事中】 
工事の実施における富栄養化項目(T-N、T-P、Chl-a)は、

いずれの項目も変化は極めて小さいと予測される。また、
BOD は、工事前と同じく、環境基準値を超過しないと予測
される。 

工事の実施における富栄養化は、
全ての予測地点において、富栄養化
への影響は極めて小さいと予測され
ることから、環境保全措置は実施し
ない。 

― 

  

富
栄
養
化 

・窒素化合物 
・燐化合物 
・溶存酸素量(DO) 
・ 生 物 化 学 的 酸 素 要 求 量

(BOD) 
・化学的酸素要求量(COD) 
・クロロフィル a 
・浮遊物質量(SS) 
・濁度 
・流量 
・水位 
・気象（気温、風速、湿度、

雲量、日射量） 
・水温 

鉛直方向を一層とし
た流下方向の一次元モ
デルによる。 

【供用後】 
土地又は工作物の存在及び供用における富栄養化項目(T-

N、T-P、Chl-a)は、いずれの項目も工事前より低くなると
予測される。また、BOD の環境基準値の超過日数は、工事
前より減少すると予測される。 

土地又は工作物の存在及び供用に
おける富栄養化は、全ての予測地点
において、富栄養化への影響は極め
て小さいと予測されることから、環
境保全措置は実施しない。 

― 

【工事中】 
工事の実施における溶存酸素量の変化は極めて小さいと

予測される。また、工事前と同じく、環境基準値未満の日
数はゼロ日と予測される。 

工事の実施における溶存酸素量
は、全ての予測地点において、変化
はない又は変化が極めて小さいと予
測されることから、環境保全措置は
実施しない。 

― 

  

溶
存
酸
素
量 

・溶存酸素量（DO） 
・気象（気温、風速、湿度、
雲量、日射量） 

・水温 
 

鉛直方向を一層とし
た流下方向の一次元モ
デルによる。 

【供用後】 
土地又は工作物の存在及び供用における溶存酸素量は変

化しないと予測される。また、工事前と同じく、環境基準
値未満の日数はゼロ日と予測される。 

土地又は工作物の存在及び供用に
おける溶存酸素量は、全ての予測地
点において、変化はない又は極めて
小さいと予測されることから、環境
保全措置は実施しない。 

― 

人の健康及び生活環
境に係る環境影響の程
度が著しいものとなる
おそれがないと判断
し、実施しない。 

・回避又は低減の評価 
水質については、工事の実施に

おける土砂による水の濁り、健康
項目、富栄養化、溶存酸素量並び
に土地又は工作物の存在及び供用
における土砂による水の濁り、富
栄養化、溶存酸素量について、調
査、予測を実施した。 

その結果、水質に係る環境影響
が、事業者の実行可能な範囲内で
できる限り回避又は低減されてい
ると判断する。 

 
・基準又は目標との整合性の検討 

付替え河道より下流の高梁川
は、河川 B 類型に指定されてい
る。このことから、基準又は目標
との整合性の検討については、生
活環境の保全に関する環境基準の
河川 B 類型との比較、及び人の健
康の保護に関する環境基準との比
較を行った。 
その結果、工事中の土砂による

水の濁り、健康項目、富栄養化、
溶存酸素量並びに土地又は工作物
の存在及び供用における土砂によ
る水の濁り、富栄養化、溶存酸素
量については、基準との整合は図
られていると判断する。 

注) ○：環境保全措置を行う。 ―：環境保全措置を行わない。 
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■小田川付替事業環境影響評価準備書(素案)の概要（3 / 7） 

項目 調査すべき情報 予測の手法 予測の結果 環境保全措置(案)の検討 事後調査 評価の結果 
【工事中】 
工事の実施において、柳井原地区における地下水

の水位は、柳井原貯水池に近い予測地点では、観測
水位の変動範囲よりも低下すると予測されるが、そ
の低下の程度は、かんがい期で 0.01m、非かんがい
期で 0.14m であり、変化は極めて小さいと予測され
る。 

水
環
境 

地
下
水
の
水
質
及
び
水
位 

地
下
水
の
水
位 

・地下水の水位 
・河川の水位 
・柳井原貯水池の水位 
・地層の分布（透水層、難透水層
の層厚及び分布） 

・地層の水理特性（透水係数） 
・地下水利用施設の諸元（位置、

利用目的、利用量等） 

有限要素法による飽和－不
飽和浸透流解析（三次元浸透
流解析モデル）による。 

【供用後】 
土地又は工作物の存在及び供用時において、柳井

原地区における地下水の水位は、観測水位の変動範
囲内に収まると予測される。また、真備平野におけ
る地下水の水位は、小田川の堤防直近の地点では、
観測水位の変動範囲よりも低下すると予測される
が、その低下の程度は、かんがい期で最大 0.11m、
非かんがい期で最大 0.12m であり、変化は極めて小
さいと予測される。 

工事の実施、及び土地又は工
作物の存在及び供用における地
下水の水位は、変化は極めて小
さいと予測されることから、環
境保全措置は実施しない。 

― 

地下水の水位に係る環
境影響の程度が著しいも
のとなるおそれがないと
判断し、実施しない。 

 

・回避又は低減の評価 
調査及び予測の結果、地下水

の水位に係る環境影響が、事業
者の実行可能な範囲内でできる
限り回避又は低減されていると
判断する。 

【工事中】 
工事の実施において、柳井原地区における地下水

の水位の低下による地盤沈下量は極めて小さいと予
測される。 

 

土
壌
に
係
る
環
境
そ
の
他
の
環
境 

地
盤 

地
下
水
の
水
位
の
低
下
に
よ
る
地
盤
沈
下 

・地盤沈下の状況 
・地盤沈下の原因となる事象の有

無等の状況 
・地下水の水位 
・河川の水位 
・柳井原貯水池の水位 
・地層の分布（軟弱地盤の分布状
況、土質構成） 

・軟弱地盤の土質特性（圧密定
数、透水係数） 

 
 
 
 
 

mv 法による粘性土層（正
規圧密土層）の算定式によ
る。 

【供用後】 
土地又は工作物の存在及び供用において、柳井原

地区及び真備平野における地下水の水位の低下によ
る地盤沈下量は極めて小さいと予測される。 

工事の実施並びに土地又は工
作物の存在及び供用における地
下水の水位の低下による地盤沈
下については、地盤沈下量は極
めて小さいと予測されることか
ら、環境保全措置は実施しな
い。 

― 

地下水の水位の低下に
よる地盤沈下に係る環境
影響の程度が著しいもの
となるおそれがないと判
断し、実施しない。 

・回避又は低減の評価 
調査及び予測の結果、地下水

の水位の低下による地盤沈下に
係る環境影響が、事業者の実行
可能な範囲内でできる限り回避
又は低減されていると判断す
る。 

注) ○：環境保全措置を行う。 ―：環境保全措置を行わない。 
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■小田川付替事業環境影響評価準備書(素案)の概要（4 / 7） 

項目 調査すべき情報 予測の手法 予測の結果 環境保全措置(案)の検討 事後調査 環境保全措置と併せて
実施する対応 評価の結果 

【工事中】 
直接改変により、チュウサギ

の主要なねぐらが消失すること
から、影響を受けると予測され
る。 
直接改変以外による影響は極

めて小さい。 

動
物 

重
要
な
種
及
び
注
目
す
べ
き
生
息
地 

・哺乳類相、哺乳類の
重要な種 

・鳥類相、鳥類の重要
な種 

・爬虫類相、爬虫類の
重要な種 

・両生類相、両生類の
重要な種 

・魚類相、魚類の重要
な種 

・昆虫類相、昆虫類の
重要な種 

・底生動物相、底生動
物の重要な種 

・クモ類相、クモ類の
重要な種 

・陸産貝類、陸産貝類
の重要な種 

・注目すべき生息地 

予測対象種の生態情報及び
現地調査による確認状況か
ら、「主要な生息環境」を推
定し、事業計画と重ね合わ
せ、改変の程度を整理するこ
とにより、種毎の直接改変の
影響の有無と程度を予測し
た。 

また、改変部付近の環境の
変化、建設機械の稼働等に伴
う環境の変化、水質の変化、
水位及び流速の変化、河床構
成材料の変化、河岸の冠水頻
度の変化及び地下水の水位の
変化の程度を整理し、種毎の
生態特性も考慮し、事業によ
る影響の有無と程度を予測し
た。 

 

【供用後】 
土地又は工作物の存在及び供

用に伴い、チュウサギの主要な
ねぐらが消失することから、影
響を受けると予測される。 
直接改変以外による影響は極

めて小さい。 

工事の実施並びに土地又は工作
物の存在及び供用に伴う環境の変
化により動物の重要な種及び生息
環境に影響があると予測されたた
め、環境保全措置の検討を行っ
た。 

 
＜チュウサギ＞ 
・付替え河道に新たなねぐらを整

備する。 
・改変区域外の河畔林へ個体を誘

導する。 

○

＜チュウサギ＞ 
環境保全措置の効果に不確実性が

あるため、環境保全措置を実施した
後、専門家の指導、助言を得なが
ら、チュウサギのねぐらの利用状況
及び周辺の生息状況の監視を行う。 

・河畔林伐採に対する
配慮 

・猛禽類に対する配慮
・動物の生息の状況及

び生息環境の状況の
監視 

・回避又は低減の評価 
動物の重要な種につい

て調査、予測を実施し、
その結果を踏まえ、環境
保全措置の検討を行っ
た。 

これにより、動物に係
る環境影響が事業者によ
り実行可能な範囲ででき
る限り回避又は低減され
ていると判断する。 

【工事中】 
直接改変により、アサザの全

ての生育地点が消失するため、
影響を受けると予測される。ま
た、直接改変により、ヤナギヌ
カボ及びコゴメカゼクサの多く
の生育地点が消失するため、影
響を受けると予測される。 

直接改変以外による影響は極
めて小さい。 

植
物 

重
要
な
種
及
び
群
落 

・種子植物・シダ植物
の植物相及び植生、
重要な種 

・付着藻類相、付着藻
類の重要な種 

・蘚苔類相、蘚苔類の
重要な種 

重要な種の確認地点と事業
計画を重ね合わせ、改変され
る確認地点及び確認個体数の
割合を整理することにより、
種毎の直接改変の影響の有無
と程度を予測した。 

また、改変部付近の環境の
変化、水質の変化、水位及び
流速の変化、河床構成材料の
変化、河岸の冠水頻度の変化
及び地下水の水位の変化の程
度を整理し、種毎の生態特性
も考慮し、事業による影響の
有無と程度を予測した。 

【供用後】 
土地又は工作物の存在及び供

用に伴い、アサザの生育地が消
失し、ヤナギヌカボ及びコゴメ
カゼクサの多くの生育地点が消
失するため、影響を受けると予
測される。 

直接改変以外による影響のう
ち、水位及び流速の変化、河岸
の冠水頻度の変化により、ホソ
バイヌタデ及びコゴメカゼクサ
の多くの生育地点が生育に適さ
なくなる可能性があるため、影
響を受けると予測される。 

工事の実施並びに土地又は工作
物の存在及び供用に伴う環境の変
化により植物の重要な種及び生育
環境に影響があると予測されたた
め、環境保全措置の検討を行っ
た。 

 
＜アサザ＞ 
・付替え河道に止水環境又は緩流

域を整備し、移植する。 
 
＜ヤナギヌカボ、ホソバイヌタ
デ、コゴメカゼクサ＞ 
・付替え河道の低水路の水際に、

直接改変の影響を受ける個体が
生育する箇所周辺の表土の撒き
出し及び播種を行う。 

・表土の撒きだし先となる低水路
の水際を選定し、直接改変を受
ける個体が生育する箇所周辺の
表土の撒き出し及び播種を行
う。 

 

○

＜アサザ＞ 
環境保全措置の効果に不確実性が

あるため、工事の実施中（仮移植期
間）及び供用後（移植後）に、仮移
植箇所及び新たに創出した止水域又
は緩流域におけるアサザの生育状
況、生育環境の状況の監視を行う。 

 
＜ヤナギヌカボ、コゴメカゼクサ、
ホソバイヌタデ＞ 
環境保全措置の効果に不確実性が

あるため、表土の撒き出し及び播種
後に、環境保全措置の実施箇所及び
その周辺の自然裸地における保全対
象種の生育状況、生育環境の状況の
監視を行う。 

・移植等に関する実験
・アサザの移植の危険

分散 
・植物の生育の状況及

び生育環境の状況の
監視 

・回避又は低減の評価 
植物の重要な種につい

て調査、予測を実施し、
その結果を踏まえ、環境
保全措置の検討を行っ
た。 

これにより、植物に係
る環境影響が事業者によ
り実行可能な範囲ででき
る限り回避又は低減され
ていると判断する。 

 

注 1) ○：環境保全措置を行う。―：環境保全措置を行わない。 
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■小田川付替事業環境影響評価準備書(素案)の概要（5 / 7） 

項目 調査すべき情報 予測の手法 予測の結果 環境保全措置(案)の検討 事後調査 環境保全措置と併せて
実施する対応 評価の結果 

【工事中】 
直接改変により、サギ類の主要

なねぐらが消失するため、影響を
受けると予測される。 
直接改変以外による影響は極め

て小さい。 

上
位
性 

・サギ類の生態、分布、生息の
状況、生息環境の状況 

サギ類の採餌環境、集団営
巣地、ねぐらをそれぞれ事業
計画と重ね合わせることによ
り、その消失量や消失形態か
ら、生息地の改変の程度及び
サギ類への影響を予測した。 
また、事業計画等より、生

息環境の変化の程度を予測し
た。 

【供用後】 
土地又は工作物の存在及び供用

に伴い、サギ類の主要なねぐらが
消失するため、影響を受けると予
測される。 
直接改変以外による影響は極め

て小さい。 

工事の実施並びに土地又は工
作物の存在及び供用に伴う環境
の変化により生態系（上位性）
の生息環境に影響があると予測
されたため、環境保全措置の検
討を行った。 

 
＜サギ類＞ 
・付替え河道に新たなねぐらを

整備する。 
・改変区域外の河畔林へ個体を

誘導する。 

○

＜サギ類＞ 
環境保全措置の効果に不

確実性があるため、環境保
全措置を実施した後、専門
家の指導、助言を得なが
ら、サギ類のねぐらの利用
状況及び周辺の生息状況の
監視を行う。 

・河畔林伐採に対する
配慮 

・アサザの移植地にお
ける止水性の動植物
の生息・生育状況の
監視 

・動植物の生息・生育
の状況及び生息・生
育環境の状況の監視 

・外来生物の拡散の防
止 

・回避又は低減の評価 
生 態 系 に つ い て 調

査、予測を実施し、そ
の結果を踏まえ、環境
保全措置の検討を行っ
た。 

これにより、生態系
に係る環境影響が事業
者により実行可能な範
囲でできる限り回避又
は低減されていると判
断する。 

生
態
系 

地
域
を
特
徴
づ
け
る
生
態
系 

典
型
性 

・「高梁川の感潮域」「高梁川
の潮止堰湛水区間」「高梁川
と八幡山が連続する区間」
「高梁川の中流の区間」「小
田川の澪筋が複雑で小水路が
平行して流れる区間」「小田
川の中流の区間」「柳井原貯
水池及び周辺の耕作地」「耕
作地や集落が広がる平野部」
「樹林が広がる丘陵地」の動
植物の生息・生育環境の状況
及び生物群集の状況 

 

典型性を表す生息・生育環
境と事業計画を重ね合わせる
ことにより、その消失量や消
失形態から生息・生育環境の
変化の程度等を予測した。 

直接改変以外の影響は、工
事中の水質の変化や小田川付
替え河道の供用後の水位、流
速等の変化より、生息・生育
環境の変化の程度等を予測し
た。 

 

【工事中及び供用後】 
9 区分の典型的な生息・生育環境

への影響は極めて小さいと予測さ
れる。 
新たに出現する小田川付替え河

道は、現在の「小田川の澪筋が複
雑で小水路が並行して流れる区
間」に類似した河川環境になると
予測される。 
これらのことから、地域の生態

系への影響は極めて小さいと考え
られる。 

工事の実施並びに土地又は工
作物の存在及び供用に伴う生態
系（典型性）への環境影響は極
めて小さいと予測されることか
ら、環境保全措置は実施しな
い。 

―

生態系（典型性）に係る
環境影響の程度が著しいも
のとなるおそれがないと判
断し、実施しない。 

  

  

典
型
性-

移
動
性 

・タヌキ等の哺乳類、回遊性の
魚類、甲殻類等の生態、分
布、生息の状況及び移動経路
の状況 

a.陸域 
中型哺乳類等の移動状況を

踏まえ、横堤を撤去し、新た
に付替え河道や締切堤等が出
現することに伴う移動状況の
変化について、事例の引用等
により予測した。 

 
b.河川域 

回遊魚等の遡上、降下状況
を踏まえ、合流点付替えに伴
う回遊魚等の遡上、降下状況
の変化について事例の引用等
により予測した。 

a.陸域 
柳井原貯水池の上・下流横堤を

撤去するため、柳井原貯水池の左
右岸を行き来していた動物が移動
できなくなると考えられるが、付
替え河道の供用後の小田川の水深
の浅い区域、新たに設置される締
切堤等を移動経路に利用すると考
えられ、影響は極めて小さいと予
測される。 

 
b.河川域 
河川の分断等による回遊性魚類

等の移動阻害の影響はない。 
回遊魚等の遡上・降下の状況

は、現況と同様の状態で維持さ
れ、変化しないと考えられる。 

工事の実施並びに土地又は工
作物の存在及び供用に伴う生態
系（典型性・移動性）への環境
影響は極めて小さいと予測され
ることから、環境保全措置は実
施しない。 

―

生態系（典型性・移動性）
に係る環境影響の程度が著
しいものとなるおそれがな
いと判断し、実施しない。 

  

 

注 1) ○：環境保全措置を行う。―：環境保全措置を行わない。 
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■小田川付替事業環境影響評価準備書(素案)の概要（6 / 7） 

項目 調査すべき情報 予測の手法 予測の結果 環境保全措置(案)の検討 事後調査 評価の結果 
景
観 

主
要
な
眺
望
点
及
び
景
観
資
源
並
び
に

主
要
な
眺
望
景
観 

主要な眺望点
の状況、景観資
源の状況、主要
な眺望景観の状
況 

主要な眺望点及
び景観資源の改変
の 程 度 に つ い て
は、対象事業実施
区域との重ね合わ
せによる。 

主要な眺望景観
の変化については
フォトモンタージ
ュによる。 

【供用後】 
・主要な眺望点及び景観資源の改変の程度 
対象事業の実施により改変される主要な眺望点及び景観資源はないと予測される。 
 

・主要な眺望景観 
愛宕山公園：堤防護岸の存在による風致地区を望む主要な眺望景観の変化はないと

予測される。 
井原鉄道川辺宿駅：南山掘削部の法面の存在による風致地区を望む主要な眺望景観

の変化は極めて小さいと予測される。 
高梁川左岸堤防：堤防護岸の存在による風致地区を望む主要な眺望景観に変化が生

ずると予測される。 
川辺歩道橋：南山掘削部法面の存在による風致地区を望む主要な眺望景観に変化が

生ずると予測される。 

景観については、主要な眺
望点及景観資源の改変はな
い。主要な眺望景観について
は、眺望景観の変化があると
予測されることから、環境保
全措置の検討を行った。 
 
・法面の緑化 
・護岸への覆土 

○ 

法面の植生の回復や護
岸の構造に配慮すること
により、環境影響の程度
が著しいものとなるおそ
れがないと判断し、実施
しない。 

・回避又は低減の評価 
調査及び予測の結果、環境

保全措置の検討を行い、主要
な眺望景観の変化の程度を低
減することとした。 

これにより、景観に係る環
境影響が、事業者の実行可能
な範囲内でできる限り回避又
は低減されていると判断す
る。 

 

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

主
要
な
人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

人と自然との
触れ合いの活動
の場の概況、主
要な人と自然と
の触れ合いの活
動の場の分布、
利用の状況、利
用環境の状況 

主要な人と自然
との触れ合いの活
動の場の改変の程
度 、 利 用 性 の 変
化、快適性の変化
についての事例の
引用又は解析 

 

【工事中及び供用後】 
・改変の程度 

主要な人と自然との触れ合いの活動の場のうち、船穂橋上流付近の水辺及び高梁川右岸
高水敷は対象事業実施区域と一部重なるが、事業計画から、歩道等の活動の施設又は場は
改変されない、と予測される。 

 
・利用性の変化 

高梁川左岸高水敷及び高梁川右岸高水敷は、アクセス性が変化せず、利用性の変化はな
い、と予測される。風致地区及び船穂橋上流付近の水辺における高梁川右岸側へのアクセ
スルートである締切堤防道路が利用できなくなるが、新設橋梁が整備されるため、アクセ
スルートは確保されることから、影響は極めて小さいと予測される。 

 
・快適性の変化 
風致地区：主な活動は「散策」であるが、特に水質の清浄さが求められる活動ではない。

親水性が求められる活動としては「釣り」が行われているが、「水環境」の予
測結果によると水質の変化による環境影響は極めて小さいと考えられる。よっ
て、主な自然との触れ合い活動（散策）及び親水性が求められる活動（釣り）
は維持される。 

船穂橋上流付近の水辺：主な活動は「釣り」であり、特に静穏さや風景が求められる活動
ではない。また、「水環境」の予測結果によると水質の変化による環境影響は
極めて小さいと考えられ、主な自然との触れ合い活動（釣り）は維持される 

高梁川左岸側高水敷：主な活動は「散策」であり、特に静穏さや風景が求められる活動で
はない。親水性が求められる活動としては「釣り」が行われているが、「水環
境」の予測結果によると水質の変化による環境影響は極めて小さいと考えられ
る。よって、主な自然との触れ合い活動（散策）及び親水性が求められる活動
（釣り）は維持される。 

高梁川右岸側高水敷：主な活動は「犬の散歩」及び「散策」であり、特に静穏さや風景が
求められる活動ではない。親水性が求められる活動としては「釣り」が行われ
ているが、「水環境」の予測結果によると水質の変化による環境影響は極めて
小さいと考えられる。よって、主な自然との触れ合い活動（犬の散歩、散策）
及び親水性が求められる活動（釣り）は維持される。 

主要な人と自然との触れ合
いの活動の場については、直
接改変されず、利用性の変化
はなく、アクセス性及び快適
性への影響は極めて小さいと
予測される。また、主な自然
との触れ合い活動が維持され
ると予測されることから、環
境保全措置の検討は行わな
い。 

― 

工事の実施並びに土地
又は工作物の存在及び供
用における人と自然との
触れ合いの活動の場の変
化に係る環境影響の程度
が著しいものとなるおそ
れがないと判断し、実施
しない。 

 
 

・回避又は低減の評価 
調査及び予測の結果、主要

な人と自然との触れ合いの活
動の場への環境影響がない又
は極めて小さいと予測され
た。 
これにより、主要な人と

自然との触れ合いの活動の
場に係る環境影響が、事業
者の実行可能な範囲内でで
きる限り回避又は低減され
ていると判断する。 

 

 注 1) ○：環境保全措置を行う。―：環境保全措置を行わない。 
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■小田川付替事業環境影響評価準備書(素案)の概要（7 / 7） 

項目 調査すべき情報 予測の手法 予測の結果 環境保全措置(案)の検討 事後調査 評価の結果 
廃
棄
物
等 

建
設
工
事
に
伴
う
副
産
物 

無し 建設工事に伴う
副産物のごとの発
生の状況及び処分
の状況の把握 

【工事中】 
・建設発生土 
建設発生土の発生状況は、工事の計画から、築堤材料、埋め戻し材料として転

用利用するため外部への搬出はなく、環境の負荷は生じないと予測される。 
・脱水ケーキ 
貯水池の埋め戻しの工事等からの濁水の処理により、脱水ケーキは最終処分量

が約 6,600 ㎥と予測される。 
・コンクリート塊 
コンクリート塊は、南山掘削部の現況県道の山側擁壁等が想定され、コンクリ

ート工作物の撤去により発生すると予測されるが、現場内で粉砕し、砕石として
転用利用するため、環境への負荷は生じないと予測される。 
・アスファルト・コンクリート塊 
対象事業実施区域内の既存道路の撤去により、対処を要するアスファルト・コ

ンクリート塊の発生量は 310 ㎥と予想される。 
・伐採木 
南山掘削部における伐採により、対処を要する伐採木の発生量は約 39,000 ㎥と

予測される。 

廃棄物等については、脱水ケー
キ、アスファルト・コンクリート
塊及び伐採木が発生すると予測さ
れることから、環境保全措置の検
討を行った。 

 
・脱水ケーキについては、発生の

抑制を図る。 
・アスファルト・コンクリート塊

及び伐採木については、再利用
を促進する。 

○ 

脱水ケーキの発生量の
抑制、アスファルト・コ
ンクリート塊及び伐採木
の再利用を促進すること
により、環境影響の程度
が著しいものとなるおそ
れがないと判断し、実施
しない。 

・回避又は低減の評価 
予測の結果、環境保全措置

の検討を行い、廃棄物等に係
る環境影響を低減することと
した。 

これにより、廃棄物等に
係る環境影響が、事業者の
実行可能な範囲内でできる
限り回避又は低減されてい
ると判断する。 

 
注 1) ○：環境保全措置を行う。―：環境保全措置を行わない。 
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3. 環境保全措置について 

3.1 環境保全措置の内容 

(1) 工事の実施における環境保全措置 

環境保全措置の検討の結果、工事の実施において実施する環境保全措置を表 3-1 に示す。 

 

表 3-1 工事の実施における環境保全措置 

環境保全措置 環境保全措置の内容 保全対象とする 
環境影響評価項目 

散水の実施 ・必要に応じて散水を行う。 粉じん等 
排出ガス対策型建設機械
の採用 

・排出ガス対策型建設機械を採用す
る。 

粉じん等 

工事用車両のタイヤの洗
浄 

・工事区域の出口において工事用車両
のタイヤの洗浄を行う。 

粉じん等 

作業方法の改善(アイドリ
ングストップ等)の実施 

・作業方法の改善(アイドリングスト
ップ等)を行う。 

粉じん等 
騒音 
振動 

保全対象の近傍における
防音シート等の設置 

・防音シート等を設置する。 騒音 

低騒音型建設機械の採用 ・低騒音型建設機械を採用する。 騒音 
工事用車両の運行台数の
平準化 

・工事用車両の運行台数の平準化を行
う。 

騒音 
振動 

低振動型建設機械の採用 
 

・低振動型建設機械を採用する。 振動 

土地又は工作物の存在及び供用に同じ 動物 
生態系（上位性） 

土地又は工作物の存在及び供用に同じ 植物 
発生の抑制 ・脱水ケーキ：濁水処理施設による機

械脱水等を適切に行い、効率的に脱
水ケーキ化を行う。 

廃棄物等 

再利用の促進 
 

・アスファルト・コンクリート塊：中
間処理施設へ搬出し、アスファルト
塊の再利用を図る。 

・伐採木：住民等への無償配布等を行
い再利用を図る。 

廃棄物等 

 
 
 

 

 

(2) 土地又は工作物の存在及び供用における環境保全措置 

環境保全措置の検討の結果、土地又は工作物の存在及び供用において実施する環境保全措置を表 3-2

に示す。 

表 3-2 土地又は工作物の存在及び供用における環境保全措置 

環境保全措置 環境保全措置の内容 保全対象とする 
環境影響評価項目 

付替え河道に新たなねぐらを整
備する。 

・チュウサギ及びサギ類について、付替
え河道に、新たに本種がねぐらとして
利用可能と考えられる河畔林を整備
し、デコイを設置することにより個体
を誘導する。 

動物 
生態系（上位性） 

改変区域外の河畔林へ個体を誘
導する。 

・チュウサギ及びサギ類について、改変
区域外の河畔林のうち、本種がねぐら
として利用可能と考えられる箇所を選
定し、デコイを設置することにより個
体を誘導する。 

動物 
生態系（上位性） 

付替え河道に止水環境又は緩流
域を整備し、移植する。 

・アサザについて工事中は、生育個体を
仮移植する。 

・付替え河道に止水域又は緩流域を整備
した後、移植する。  

・移植方法の検討は専門家の指導及び
助言を得る。 

植物 

付替え河道の低水路の水際に、
直接改変の影響を受ける個体が
生育する箇所周辺の表土の撒き
出し及び播種を行う。 

・ヤナギヌカボ、ホソバイヌタデ、コゴ
メカゼクサについて、付替え河道の低
水路の水際を整備した後、表土の撒き
出し及び播種を行う。 

・移植方法の検討は専門家の指導及び助
言を得る。 

植物 

表土の撒きだし先となる低水路
の水際を選定し、直接改変を受
ける個体が生育する箇所周辺の
表土の撒き出し及び播種を行
う。 

・ヤナギヌカボ、ホソバイヌタデ、コゴ
メカゼクサについて、生育適地（高梁
川及び小田川の低水路の水際）を選定
し、表土の撒きだし及び播種を行う。
専門家の指導及び助言を得る。 

植物 

法面の緑化を検討する。 ・法面の植生を回復する。 景観 
護岸への覆土を検討する。 
 

・護岸の構造に配慮し、覆土を採用す
る。 

景観 
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4. 環境保全措置と併せて実施する対応について 

各環境影響評価項目の予測及び評価の結果における検討の結果、各項目において実施するとした環境

保全措置と併せて実施する対応の内容を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 環境保全措置と併せて実施する対応の内容 

 項目 手法等 
河畔林伐採に対する
配慮 

ねぐら周辺の樹林地の伐採時期に配慮する。 

猛禽類に対する配慮 対象事業実施区域近傍において猛禽類の営巣が確認された場合は、
発破等の実施時期に配慮する。 

 動
物 動物の生息の状況及

び生息環境の状況の
監視 

工事の実施前、実施期間中及び供用開始後に、専門家の指導及び助
言を得ながら、直接改変区域周辺、小田川付替え河道及び小田川の下
流における重要な動物の生息の状況等の監視を行う。特に、ワンド及
び湿生地、低水路の水際を利用する重要な種に留意する。著しい影響
が認められた場合には、適切な対応を行う。 

移植等に関する実験 移植に関する知見が少ない植物については、実験を行い、適切な時
期、方法等の確認を行う。埋土種子を含む表土の撒きだし及び播種に
ついては、実験を行い、適切な時期、方法等の確認を行う。 

 
アサザの移植の危険
分散 

アサザの保全措置に関しては、新たに創出した止水環境又は緩流域
への移植を実施するが、将来、止水環境などに侵入する動物・植物の
状況によっては、アサザの移植個体が他種との競合により衰退する可
能性があるため、移植に係る危険分散及び順応的管理の観点からの移
植計画を策定する。 

 

植
物 

植物の生育の状況及
び生育環境の状況の
監視 

工事の実施前、実施中及び供用後に、専門家の指導及び助言を得な
がら、直接改変区域、小田川付替え河道及び小田川の下流における重
要な植物の生育の状況等の監視を行う。特に、ワンド及び湿生地、低
水路の水際に生育する重要な種に留意する。保全対象個体の生育に問
題が生じる可能性がある場合において、専門家の指導・助言を得なが
ら、その時点での状況に応じ、新たな環境保全措置等の実施を検討す
る。 

 
河畔林伐採に対する
配慮 

ねぐら周辺の樹林地の伐採時期に配慮する。 

アサザの移植地にお
ける止水性の動植物
の生息・生育状況の
監視 

植物の環境保全措置として実施するアサザの移植地において、止水
性の動植物の生息・生育状況等の監視を行う。 

動植物の生息・生育
の状況及び生息・生
育環境の状況の監視 

工事前、工事中、供用後に、直接改変区域、小田川付替え河道及び
小田川の下流における重要な動植物の生息・生育の状況及び生息・生
育環境の状況の監視を行う。（特に、ワンド・細流等の緩流域に生息
する種） 

生
態
系 

外来生物の拡散の防
止 

工事中に、柳井原貯水池及びその周辺に生息・生育する外来生物の
拡散防止を行う。また、重要な種等を捕獲した場合は、周辺の生息適
地へ移植を行う。 
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5. 事後調査について 

各環境影響評価項目の予測及び評価の結果における検討の結果、各項目において実施するとした事後

調査の内容を表 5-1 に示す。 

 
 

表 5-1(1) 事後調査の内容 

項目 手法等 

動
物 

動
物
の
重
要
な
種 

チュウサギ 1.行うこととした理由 
環境保全措置の効果に係る知見が不十分であり、また、新たに創出

するねぐらの環境が変化するおそれがある。 
 
2.手法 
調査時期は、環境保全措置を実施した後とし、調査地域は環境保全

措置の実施箇所とする。調査方法は、専門家の指導、助言を得なが
ら、チュウサギのねぐらの利用状況及び周辺の生息状況の監視を行
う。 

 
3．環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合の対応の方針 
本種のねぐらの利用状況及び周辺の生息状況に応じ、専門家の指

導・助言を得ながら、その時点での状況に応じ、新たな環境保全措置
の実施を検討する。 

 
アサザ 1.行うこととした理由 

環境保全措置の効果に係る知見が不十分であり、また、環境影響の
程度が著しいものとなるおそれがある。 

 
2.手法 

調査時期は工事の実施中（仮移植期間）及び供用後（移植後）と
し、調査地域は環境保全措置の実施箇所とする。 

仮移植箇所及び新たに創出した止水域又は緩流域におけるアサザの
生育の状況、生育環境の状況の監視を行う。 

 
3．環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合の対応の方針 
保全対象個体の生育に問題が生じそうな場合において、専門家の指

導・助言を得ながら、その時点での状況に応じ、新たな環境保全措置
等の実施を検討する。 

植
物 

植
物
の
重
要
な
種 

ヤナギヌカボ、 
コゴメカゼクサ、 
ホソバイヌタデ 

1.行うこととした理由 
環境保全措置の効果に係る知見が不十分であり、また、環境影響の

程度が著しいものとなるおそれがある。 
 

2.手法 
調査時期は供用後（表土の撒き出し及び播種後）とし、調査地域は

環境保全措置の実施箇所及びその周辺の自然裸地とする。 
調査地域における保全対象種の生育状況、生育環境の状況の監視を

行う。 
 

3．環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合の対応の方針 
保全対象個体の生育に問題が生じそうな場合において、専門家の指

導・助言を得ながら、その時点での状況に応じ、新たな環境保全措置
等の実施を検討する。 

 

 

 

 

表 5-1(2) 事後調査の内容 

項目 手法等 

生
態
系
（
上
位
性
） 

サギ類 1.行うこととした理由 
環境保全措置の効果に係る知見が不十分であり、また、新たに創出

するねぐらの環境が変化するおそれがある。 
 
2.手法 

調査時期は、環境保全措置を実施した後とし、調査地域は環境保全
措置の実施箇所とする。調査方法は、専門家の指導、助言を得なが
ら、サギ類のねぐらの利用状況及び周辺の生息状況の監視を行う。 

 
3．環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合の対応の方針 
本種のねぐらの利用状況及び周辺の生息状況に応じ、専門家の指

導・助言を得ながら、その時点での状況に応じ、新たな環境保全措置
の実施を検討する。 
 

 


